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Ｈ３０年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（慢性の痛み政策研究事業） 

慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステム構築に関する研究 
分担研究報告書 

 
慢性痛診療における地域連携に関する予備的研究 

 
研究分担者 北原 雅樹 横浜市立大学医学部麻酔科学講座 診療教授  

 

研究要旨 
学際的痛みセンターは慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステムとして極めて重要で、臨

床・教育・研究・Public Relations（P/R）の4つの重要な機能を持っている。しかし、日本で
はP/Rの捉え方が他の先進諸外国と異なり、特に医療分野ではP/Rへの取り組みが大きく遅れ
ている。平成29年度に引き続き、P/Rの実践の一方法として、横浜市立大学附属市民総合医療
センターにおいて地域連携についての研究・調査を実施した。その結果、平成31年度～2年間
にわたり、神奈川県の支援を受けつつ、横須賀・三浦2次医療圏で慢性痛へのリテラシー向上
のための活動を行うことになった、など、慢性痛の一次予防・二次予防を活性化させることが
えきる可能性が示唆された。 

 
Ａ．研究目的 
学際的痛みセンターは各地域の慢性の痛み

の中心となる施設であり、臨床・教育・研究・
Public Relations（P/R）の4つの重要な機能
を持っている。ここでP/Rとは、その本来の
意味である「組織とそのパブリックの間に、
双方の利益をめざして、双方向のコミュニケ
ーション（two-way communication)を維持す
るすべての活動。前述の日本で一般的に意味
される組織→publicのコミュニケーション
フローと並行し、public→組織のフローを確
保し、パブリックとのコミュニケーションを
通じて、組織の意見や行動“も”修正/順応す
ることを含む」として考える。しかし、本邦
では、「P/R≒宣伝・広告」と誤って認識され
ることが多いこともあり、慢性痛診療だけで
なく、医療の面でP/Rが重視されることはほ
とんどなかった。 
一方、近年プレゼンティーイズム
（Presenteeism、疾病就業）の社会・経済へ
の影響が注目されている。プレゼンティーイ
ズムの改善のためには、疾病の一次予防・二
次予防が極めて重要であり、そのためには、
医師だけでなく、看護師（訪問看護を含む）、
薬剤師（調剤薬局を含む）、理学療法士、ケア
マネージャーなどの医療専門職や、さらには
一般市民へのP/R活動が極めて重要となる。 

 
昨年度に引き続き、横浜市/神奈川県の中での
様々な医療機関・医療職種の連携手段とその
効果について予備的研究を引き続き行うこと
とした。 
 
Ｂ．研究方法 
従来の生物医学モデルに基づいた神経ブロ

ックを中心としたペインクリニックとは異な
り、生物心理社会モデルに基づいた学際的な
痛み診療施設が横浜市立大学附属市民総合医
療センターに設立され活動を開始したことを
周知させる。第一段階として、地域行政機関
や地区医師会などに対し、P/R（情報共有、啓
発・教育活動、など）を行う。具体的には： 
 横浜市/神奈川県地域の地区医師会の定

例研究会/勉強会などで、慢性痛診療の
基礎について情報共有を行うとともに、
アンケートなどで開業医における慢性
痛診療の状況についての情報をえる。 

 厚生労働省 平成30年度慢性疼痛診療体
制構築モデル事業に基づき、認定NPO法
人いたみ医学研究情報センターと共催
して、横浜市/神奈川地区の医療者を中
心とした、地域医療者研修会を開催する
とともに、アンケートなどで慢性痛診療
についての情報をえる。 

 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
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ー地域連携室/看護部などと協力して、
慢性痛の重要性などについて、院内に対
してP/Rを行う。 

 横浜市立大学医学部整形外科教室およ
び横浜市立大学附属市民総合医療セン
ター地域連携室と協力して、地域の整形
外科医を中心にP/Rを行う。 

 横浜市や神奈川県の行政に対して、P/R 
を行う。 

（倫理面への配慮） 
公益社団法人日本パブリックリレーション

ズ協会の「新・倫理綱領」に準じた活動を行
うように最大限の注意を払った。 
 
Ｃ．研究結果 
 横浜市/神奈川県地域の地区医師会の定

例研究会/勉強会は平成30年度中に計8
回開催し、のべ200人以上の地域の医師
（開業医/病院勤務医）が参加した。ア
ンケートの結果では、内容について、ア
ンケート回答者の9割以上が5段階評価
中4（良かった）・5（非常に良かった）
とした。 

 地域医療者研修会は平成30年11月18
日に横浜で開催され、一般参加者は49
名だった。アンケートによる評価は極め
て好評であった。アンケート結果を含む
詳細は、厚生労働省 平成30年度慢性疼
痛診療体制構築モデル事業報告書を参
照のこと。 

 平成30年11月27日に、整形外科教室
と協力して、横浜市内の整形外科開業医
を中心に「第1回 慢性痛みの地域懇話
会」を開催した。50名以上の開業医が参
集し、きわめて好評だった。 

 行政に対するP/Rとしては、林文子横浜
市長に面談（平成30年5月23日）、黒
岩神奈川県知事にプレゼンテーション
（平成30年 8月 13日）などを行った。
また、横浜市/神奈川県選出の国会議員
にも面会を求め（島村大参議院議員、小
泉真次郎衆議院議員）、協力を要請した。 

 「神奈川県 大学発・政策提案制度」に
応募し、「地域連携 慢性痛対策事業」が

平成31年度から2年間の事業として採
択された。 

 
Ｄ．考察 
横浜市は人口370万人、神奈川県は人口910

万人を有しているが、面積はそれぞれ437km2、
2,416km2であり比較的狭いエリアに多くの
人々が住んでいる。また、離島や僻地なども
なく、冬季でも豪雪地帯はなく、P/R活動な
どへの障害は少ない。また、東京区部に比べ
て、地域コミュニティーが十分に機能してい
る。開業医も、東京のように貸し診療所では
なく、代々地域で診療している医師も多い。
したがって、P/Rがうまくいった場合の波及
効果も大きいと考えられる。 
今年度、地域医療者研修会および第1回 慢

性痛みの地域懇話会に対して、それぞれ（ほ
ぼ重複なしに）50名の医療者の参加が得られ
たことは非常に大きな成果であった。 
また、行政への働きかけで、パイロット的

に、横須賀・三浦2次医療圏を対象とした「地
域連携 慢性痛対策事業」が「神奈川県 大学
発・政策提案制度」で採択され、平成31年度
から2年間の事業として行われる予定になっ
たことも、極めて大きな成果だといえる。 
今後の課題としては： 
 横浜市全域に展開されている地域ケア

プラザを対象としたP/Rを行う。これに
より、医師からだけでなく、ケアマネー
ジャーを中心とした一次予防/二次予防
を行うことができる。 

 平成31年度から横須賀・三浦2次医療
圏を対象とした「地域連携 慢性痛対策
事業」が開始される。この事業の成否は
今後の神奈川県における慢性痛対策に
大きく関わるため、最重要課題として取
り組む必要がある。 

 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
ー内部での痛み（慢性痛に限らず）への
知識・診療レベルの向上が急務である。 

 
Ｅ．結論 
慢性の痛み診療・教育の基盤である学際的

痛みセンターの重要な機能の一つであるP/R
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の一方法として地域連携についての予備的調
査・研究を行った。緻密な地域連携を行うこ
とによって、慢性痛の一次予防・二次予防に
寄与し、プレゼンティズムを含む社会への慢
性痛の悪影響を減弱できる可能性が示唆され
た。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 
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